









































































































































































1988年 1993年 1996年 1997年 1998年
25.6 22.9 22.5 21.8 21.8
「別表2」　	医療過誤訴訟の既済事件の平均審理	
期間
1988年 1993年 1996年 1997年 1998年
42.8 42.6 37.5 36.7 35.3
「別表3」　鑑定実施の訴訟事件の平均審理期間
1988年 1993年 1996年 1997年 1998年



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































年 新受 既済 平均審理期間（月）
平成17年 999 1,062 26.9
平成18年 913 1,139 25.1
平成19年 944 1,027 23.6
平成20年 876 ‌‌ 986 24.0
平成21年 732 ‌‌ 952 25.2
平成22年 791 ‌‌ 921 24.4
平成23年 770 ‌‌ 801 25.1
平成24年 787 ‌‌ 844 24.5
平成25年 805 ‌‌ 804 23.3





































400 529 0 0 46 87 1,062




402 607 1 1 50 78 1,139




365 536 1 1 47 77 1,027




371 493 3 0 40 79 986




366 473 2 0 38 73 952




324 488 3 1 51 54 921




294 406 5 0 31 65 801




319 433 3 0 34 55 844




305 399 2 0 30 68 804




280 371 2 0 58 81 792


























































































































































































































































































































































不応諾 234 和解成立 290
和解不成立 146
終了総数 789 件
30％
37％
18％
15％
取り下げ 119
12）	別表9、10は、医療裁判外紛争解決機関連絡調整会議のホームページに掲載された各地の ADRの報告と、東京及び大阪の各 ADR
については筆者が独自に取り寄せた資料に基づいてまとめた数値である。各地の ADRの報告は、統計資料の取り方が統一している
わけではないし、また、東京及び大阪から取り寄せた資料とは年度も異なっているので、別表9、10の数値は、傾向をみるものにす
ぎないことに留意すべきである。
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医療訴訟の適切な取組への指針──医療訴訟の運営改善の提言（平成
10年度司法研究）を踏まえて──
る情報の提供を行うことを目的としている。
⑶　先端医療等に関する医療倫理、法的整備
①人から採取した身体の一部、臓器、血液等の利
用に関する法的問題、②人工生殖出生子、生前診断
を巡る法的問題、③再生医療、クローン技術の問題、
④性転換の問題等、日々格段の進歩を遂げている医
療技術を応用した医療措置に関して、医療倫理面は
もちろんのこと、国民の意見を反映させながら法の
整備を図っていくことが喫緊の課題と思われる。
7	おわりに
患者側や医療側の期待に答えることができなかっ
た従前の医療訴訟の取扱いの問題点からその後どの
ように医療訴訟の運営改善が行われてきたかを中心
に考察した。従前の医療訴訟の取扱いの問題点とい
うのは決して過去の話ではなく、全国にはいまだ医
療訴訟に関する認識が薄い地域が存在するし、医師
において医療訴訟に対する嫌悪感が存在する。医療
訴訟を担当する法曹や医師の普段の努力や心掛け次
第で、迅速で、適正な裁判を実現していくことがで
きるようにもなるし、従前のような訴訟運営に回帰
していくことにもなる。最近においては、平成10
年改正施行の民事訴訟法の理念や熱気を忘れ、弁論
準備手続期日における争点整理が形骸化しているこ
とが問題とされている 13）。また、医療訴訟の運営
改善を押し進めるに当たって、最も重要であったの
は、全国各地において、裁判所、弁護士会そして医
療関係者との間に定期的に協議が行われ、三者との
間に意思疎通が図られるようになったことである。
これからも医療に携わっている医師を始めとする医
療関係者の理解を深め、医療訴訟の改善を定着させ
るとともに、医療関係者と法曹関係者が協力して新
しい課題に積極的に取り組んで解決していくことが
望まれる 14）。
13）	本稿は、平成27年8月20日の兵庫県医療問題研究会での講演を加筆訂正したものであるが、その講演の際、経験30年以上の弁護
士から4	⑴	⒤エで記載した争点整理など一度も経験したことがないとの意見を述べられたのは衝撃であった。
14）	本稿は、安本和正編「医療安全と医療訴訟」株式会社アトムズの中で「「日本における医療訴訟の現状」……医療訴訟の今昔」とし
て発表したものである。平成27年8月20日に兵庫県医療問題研究会での講演の依頼を受け、また、医療訴訟を担当する弁護士から
の質問をも踏まえ、医師向けに記載した上記論稿を弁護士向けに書き換えたものである。
